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1 融資斡旋依頼書兼融資依頼書 信用保証協会所定様式 □ □ □

2 信用保証依頼書 信用保証協会所定様式 □ □ □

3 信用保証委託申込書 信用保証協会所定様式 □ □ □

4 申込人（企業）概要 信用保証協会所定様式 □ □ □

5 個人情報の取扱いに関する同意書 信用保証協会所定様式 □ □ □

6 所得証明書（２年分） 創業資金を申込む場合も □

7
納税証明書（市税全部）
※市民税、固定資産税
　国民健康保険税、軽自動車税等

納期到来済みの全ての市税に滞納がないことの証
明（当該年度のもの） □ □ □

8 所得課税証明書 市税が課税されていない場合 □ □

9 確定申告書（直近２期分）の写し 収支内訳書のあるもの □ □

10 決　算　書（直近２期分）の写し 勘定科目内訳明細のあるもの □

11 残高試算表 決算(申告)後６ヶ月以上経過している場合 □ □ □

12 許可、認可、登録、届等の写し 許認可等が必要な業種の場合 □ □ □

13 受注工事明細書 建設業関連業種の場合 □ □ □

14 見積書の写し 工事、機械等のもの □ □ □

15 カタログ・写真 等 機械、備品等のもの □ □ □

16 図面、地図(建物の場所がわかるもの) 建物の場合 □ □ □

17 建物の不動産登記簿謄本 建物の場合 □ □ □

18 建築確認申請書の写し 建築基準法に基づくもの □ □ □

19 賃貸借契約書、地主・家主の同意書 等 借地、借家の場合 □ □ □

経
安

20 借換計画書
市制度融資を借り換える場合
（市所定様式） □ □ □

21 創業・再挑戦計画書 信用保証協会所定様式 □ □ □

22 開業誓約書 市所定様式 □ □ □

23 中小企業創業資金融資審査票 市所定様式 □ □ □

24 特定創業支援事業に関する証明書の写し 証明書の交付を受けている場合（市所定様式） □ □ □
小
規
模

25 保証付融資残高確認書
小規模企業者資金を申込む場合
（市所定様式） □ □ □

26
国、栃木県等から新事業の開拓に該当する旨の
認定を受けた事業の認定申請書及び認定書の写
し

産業振興支援資金（新事業）を申込む場合
（国・栃木県等の認定関係書類） □ □ □

27 産業振興支援資金(新事業開拓枠)認定書の写し
産業振興支援資金（新事業）を申込む場合
（市所定様式:事前申請の必要あり） □ □ □

28
BCP及び当該BCPを含む事業継続力に係る国
の認定書の写し

産業振興支援資金（BCP）を申込む場合
（国の認定関係書類） □ □ □

29
産業振興支援資金(カーボンニュートラル推進支

援枠)に係る事業計画書
産業振興支援資金（カーボン）を申込む場合
（市所定様式:事前申請の必要なし） □ □ □

30 SBT認定、ISO14001取得に係る見積書の写し
産業振興支援資金（カーボン）を利用し、SBT認
定、ISO14001の取得に向けて取り組む場合 □ □ □

31
SBT認定申請に係るドル単価のわかる書類の
写し

産業振興支援資金（カーボン）を利用し、SBT認定の
取得に向けて取り組む場合 □ □ □

32 商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 法人で初めて申込む場合、役員を変更した場合 □

33 定款の写し 法人で初めて申込む場合 □

34
「金融機関との連携により経営者保証を不
要とする取扱い」確認書

経営者保証を不要とする場合
（信用保証協会所定様式） □

35
「事業者選択型経営者保証非提供制度」要
件確認書兼誓約書

経営者保証を不要とする場合
（国所定様式） □

36 ｢保証協会団信｣加入意思確認書 信用保証協会所定様式 □ □ □
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必要添付書類・チェックリスト
令和８年４月１日　現在

　右の欄に□の表示のある書類は必要となりますので、『レ』してご確認ください。
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